
 

 

 

平成 17 年 6 月 9 日 

各    位 

 

会 社 名  株式会社トーメン 

代  表  者  取締役社長  蔭 山  真 人 

（ｺｰﾄﾞ番号   8003  東証 大証 名証 各一部） 

問 合 せ 先  広 報 室 長  舩 山  隆 文 

  TEL (03) 5288－2083 

 

 

 

(追加) 平成 17年３月期 決算短信(連結)および個別財務諸表の概要の一部追加について 

 

平成 17 年４月 28 日に発表いたしました「平成 17 年３月期 決算短信（連結）」および「個別財務諸

表の概要」に関する注記事項の追加開示を下記のとおり行います。 

 

記 

 

追加する資料の名称  頁 

【決算短信(連結)】   

① 関連当事者との取引  ２ 

② 税効果会計(連結)  ３ 

【個別財務諸表の概要】   

③ 税効果会計(単体)  ４ 

   

 

 以   上 

－１－ 



関連当事者との取引関連当事者との取引関連当事者との取引関連当事者との取引    

株株株株    式式式式    会会会会    社社社社    トトトト    ーーーー    メメメメ    ンンンン    

当連結会計年度(自平成 16 年４月１日  至平成 17 年３月 31 日) 

  親会社及び法人主要株主等 

関係内容 

属性 
会社等の 

名称 
住所 

資本金 
又は 

出資金 
(百万円) 

事業の内容 
又は職業 

議決権等の 
所有(被所有) 

割合 
役員の 

兼任等 

事業上の 

関係 

取引の内容 
取引金額 
(百万円) 

科目 
期末残高 
(百万円) 

事業譲渡 2,772 
その他の 

流動資産 
2,772 

その他の 

関係会社 
豊田通商 

名古屋市 

中村区 
26,748 卸売業 

 (被所有) 

   直接 

     20.13% 

－ 業務提携 
有価証券の売却 

上記による利益 

754 

141 
－ － 

  取引条件及び取引条件の決定方針等 

事業譲渡および有価証券の売却については、第三者による評価額等を基準として価格を合理的に決定しております。 

(注) 取引金額には消費税等を含んでおります。 

 

 

 

前連結会計年度(自平成 15 年４月１日  至平成 16 年３月 31 日) 

  該当事項はありません。 

－２－ 



税税税税    効効効効    果果果果    会会会会    計計計計 ( ( ( (連連連連    結結結結))))    

株株株株    式式式式    会会会会    社社社社    トトトト    ーーーー    メメメメ    ンンンン    

１．繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 (単位：百万円) 

 当連結会計年度 

(平成17年3月31日) 

 前連結会計年度 

(平成16年3月31日) 

繰延税金資産    

貸倒引当金損金算入限度超過額 30,141  26,382 

関係会社株式評価損等否認 33,246  30,273 

賞与引当金限度超過額 820  770 

退職給付引当金限度超過額 2,082  2,490 

投資有価証券評価損否認 4,509  8,268 

棚卸資産評価損 825  2,872 

繰越欠損金 6,877  10,238 

未実現利益 297  298 

その他有価証券評価差額金 1,382  1,385 

その他 3,092  3,214 

繰延税金資産小計 83,275  86,194 

評価性引当額 △ 57,490  △ 57,046 

繰延税金資産合計 25,785  29,147 

繰延税金負債    

減価償却 1,664  1,695 

その他有価証券評価差額金 2,898  1,674 

その他 1,420  1,380 

繰延税金負債合計 5,983  4,750 

繰延税金資産の純額 19,801  24,397 

     (注)繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の以下の項目に含まれております。 

 当連結会計年度 

(平成17年3月31日) 

 前連結会計年度 

(平成16年3月31日) 

流動資産－繰延税金資産 6,204  6,209 

   固定資産－繰延税金資産 15,949  20,104 

   流動負債－繰延税金負債 △ 828  △ 373 

   固定負債－繰延税金負債 △ 1,524  △ 1,543 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異

の原因となった主要な項目別の内訳 (単位：％) 

 当連結会計年度 

(平成17年3月31日) 

 前連結会計年度 

(平成16年3月31日) 

国内の法定実効税率 39.4  40.4 

(調 整)    

国内より税率の低い海外子会社の利益 △ 4.3  △ 4.7 

関連会社持分法損益 △ 4.2  △ 13.0 

交際費等の損金不算入額 4.5  6.0 

当期損失会社の税効果未認識額   3.9    13.6 

その他   2.7    4.5 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 42.0  46.8 

 

－３－ 




